
非営利 ・非政府組織 と開発*
― UNDP(1993),効 物α%D夕 υ23o少物夕%サズのθ″ ヱ993,を 中心に一

I  `まじおうに

現代社会における非営利組織の役割が重要性を帯びるにつれて,そ の機能に

ついての理論的実証的研究 も,国 際的な規模で進められてきている。

1994年7月 にハンガ リーで設立大会が開催 された 「第 3セ クター研究国際学

会」 ( I S T R = I n t e r n a t i o n a l  S o c i e t y  f o r  T h i r d  S e c t o r  R e s e a r c h )は,  その動

きの一つであろう。そこでは,1980年 代以降の非営利組織論の隆盛 と,そ の学

問対象 としての新 しさを反映して,共通論題 としては,「非営利組織の国際比較」

「東欧における非営利団体」「第 3セ クター (非営利組織)の 理論」が取 り上げ

られ,「市民社会」「政府」「フィランソロピー
」「開発」に区分された個別分科

会では,120本 あまりの研究報告がなされた。また第 2回 大会は,「市民参加 ・

経済発展 と第ニセクター」 というテーマのもとに,1996年 メキシヨで開催 され

たのであった。

他方,西 欧諸国の研究者を中心 とした公共経済 と協同組合に関する国際学会

であるCIRIEC(国 際公共経済学会)では,1980年 代未以降,フ ランス,ス ペイ

ン,ベ ルギー を中心 とした西欧社会におけ る実践 をふ まえて,社 会的経済

(6conomie sociale)Vヽう理論的枠組みで,非 営利組織や協同組合や共済組合

を評価し直そうという活動が展開されている。

* 本 稿は,文 部省科学研究費研究成果報告書 『環境保全 と市民社会』(研究代表 :尾上久

雄,課 題番号 :06301069)1996年 3月 ,所 収の原稿に,加 筆1夕正したものである。

1)塩 澤修平 (1994)「民間非営利部門研究の現状と展望―ISTRコ ンファレンスに参加して
一」『公益法人』第23巻第 9号 。

2)北 村裕明(1995)「社会的経済理論と非営利団体」『公益法人』第24巻第 3号 ,Defourny,J。/
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こうした現代における非営利組織への注目の増大は,す でに繰り返し指摘さ

れてきているように,1970年代以降の先進各国における 「戦後福祉国家システ
め

ム」の再編と深 く関係している。そして同時にこうした戦後福祉国家の危機と

その再編過程は,戦 後の途上国開発の再編をも迫ったのであった。すなわち,

1970年代の石油危機と経済不況は,い くつかの国をのぞいて途上国経済をさら

に困難に陥れ,他 方これまでの政府援助の非効率性が指摘され始めたのであっ

た。そうしたなかで,「自助援助」や 「参加型開発」という新しい開発概念が登

場し,多 様な非営利組織や非政府組織をとおして,開 発計画のなかに草の根の

要求を取 り込もうという動きが強まってきた。開発を担う政府の能力の限界が

認識されはじめ,開 発において非営利 ・非政府組織が脚光を浴び始めたのであ
4)
る。

本稿の課題は,途 上国開発における,非 営利組織 ・非政府組織の役割につい

て興味深い分析をおこなっている,国 連開発計画 『人間発達報告1993年版』

(UNDP(1993),動 物α%D夕 υ夕わク物夕%サRのθ″ ヱ91%!OXfOrd University

Press)を素材にして,非 営利で非政府の組織が,途 上国開発においてどのよう

な役割を現在果たし, また今後はたすべきかを検討し,現 代社会における非営

利組織の機能について考察することにある。

なお本稿では,非 営利組織 (nOnprofit organization)と非政府組織 (nOngov

ernmental organization)を,ほ ぼ同義語として用いる。ジョンズ ・ホプキン

ス大学を中心とした非営利組織の国際比較の研究グループの定義では,非 営利

組織に最も共通する特徴 として,非 政府,非 営利,制 度的形式性, 自発性, 自

ヽ&Monz6n Campos,J.L.(eds),(1992)五 仰%0物ガタ勤σ物物:効 夕物 ゲ〃 助びわγ (富沢賢治

他訳 (1995)『社会的経済』日本経済評論社)参 照。

3)こ のフくについては,北 村裕明 (1996)「公益団体の財政分析一日英比較を中心―」『彦根

論叢』第299号,Salamon,L.(1994),'The Rise of the Nonprofit Sector',員虎留 ん物ゲ俺

No,73411,」uly/August(「福祉国家の衰退と非営利団体の台頭」『中央公論』1994年10月

号),参 照。

4)Salamon,L.M.(1995),比 /テれ夕容 グ%F乳%冴″&″υグびターCθク物%協夕%サ~PVb″rttt貿夕筋力%S

ガ%筋 夕舟イθ琢形物 フレ珍zル″ S物物―
,JOhns Hopkins UP.
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9
己決定機能の5″点をあげている。これは非政府組織の定義としても使用しうる

ものである。当該の組織がもつ機能によって,非 営利性を強調する必要がある

場合は非営利組織という名称を用い,非 政府性を強調したい場合には非政府組

織という名称を用いているといえよう。そして援助や開発の分野では,政 府で

はない点を強調して,非 政府組織と呼ぶ場合が一般的である。

II 援 助 ・開発における市場原理と非営利 ・非政府組織

(1)援助 ・開発の二つの方向

『人間発達報告1993年版』の分析にはいる前に,開 発や援助の問題において

非営利組織や非政府組織がどのように扱われてきたのかについて簡単に振 り返
0
り,同 時期に主題を共有しつつも異なった処方箋を提起している世界銀行 『世

界開発報告1994年版 :開発のためのインフラス トラクチャ2』 を検討すること

にしよう。

第二次大戦中に設立されたイギリスの 「オックスファム」のように,開 発援

助にかかわる非政府組織は,人 道的な救済活動を目的として,比 較的長い歴史

を持っている。しかし,開 発非政府組織に 「新たな」注目が集まり始めたのは,

前述したように1970年代から80年代にかけてである。すなわち,戦 後 「北」の

諸国による多くの援助開発プログラムが実施されながら,依 然として 「南」の

諸国の経済状況が改善しないというなかで,一 方では 「参加型開発」や 「自助

援助」という概念が提起され,他 方では開発における 「民営化」の必要性が強

調され,そ うした文脈で非政府組織の役割が注目されたのであった。

こうした非政府組織の役割の再検討には,二 つの傾向があった。

一方は,西 ヨーロッパ諸国に典型的に表れる。すなわち,人 道的救済から援

助を始めたのだがどうもそれだけではうまくいかない,途 上国における社会的

5)Salamon,L.&Anheier,H.(1994),コ 物夕ど物タィダ物gS夕びわγf?物タハイθ夕″“ガナS夕σ力γグ%

Cθの α物ナグυ夕炉レタψ夕び″υタース%θ クタ″物切―
,Jhons HOpkins UP.

6)大 芝亮 (1994)『国際組織の政治経済学』有菱閣,参 照。

7)The Worid Bank(1994), 千 ルbガ冴 D夕υ2↓0少物夕%ナ ズのθ″ ヱ994r r″ 物sナ物σ滋″ 乃/

D夕υ23oク物夕%ちOXfOrd UP.
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。政治的な意識の覚醒や,社 会制度の整備や,地 域社会の組織化の支援という

ものに力点を置かねばならないという方向である。単なる人道援助ではなく,

途上国の社会システムや政治システムにコミットして,地 域社会の組織化や途

上国の住民の社会的 ・政治的主体の形成を試みつつ援助を行っていこうという

わけである。OECDの 開発援助委員会が1990年代の戦略として採択した 「参加

型開発」はこうした流れを背景としている。当然のことながら北の政府の援助

では, このようなコミットメントをとることには限界があり,非 政府組織に大

きな期待が寄せられたのであった。

それに対して,米 国では,1980年 代以降,市 場原理を途上国開発にも導入す

るために,民 営化こそが効率的な経済開発をすすめる重要な政策であるという

考え方が主流を占め,非 政府組織をそうした政策の担い手として活用しようと

する傾向が強まってきたのであった。

(2)世 界銀行 『世界開発報告1994年版 :開発のためのインフラストラクチャー』

『世界開発報告1994年版』は,イ ンフラストラクチャーと開発の関係を取り

扱っているが,上 述した後者の傾向 (民営化や市場化)を 強く持ちつつも,前

者の傾向 (地域社会の組織化や参加)に ついてもふれており,そ の意味では果

味深い報告である。

この報告の基本的なメッセージは,途 上国開発において従来のようなインフ

ラの量の整備だけでは限界があり,イ ンフラがどのようにつ くられ, どのよう

にメインテナンスされているのかという質の問題を解明しなければならない,

そしてインフラの質の改善には,効 率性を促進し,使 用者対応型サービスの供

給システムを実現する必要があると言うことであった。そして,そ れを実現す

るための二つの方策をあげている。

第一は,企 業経営的管理手法 (commercial management)を 導入することで

ある。第二は,イ ンフラ整備においても,競 争を導入することである。第二が,

8)OECD(1989),Dク υ2↓o少物夕%サα%冴 C征汐夕匂力 %,OECD(1991),D夕 υ冴物 夕%ナAssお筋%σタ

Cο物物″ル4ヱ 99ヱRの θ″
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利用者参加であり,こ こで非政府組織や非営利組織が視野に入って くるわけで

ある。 しかし,企 業経営の手法の活用 と市場原理の導入が主たる方策であり,

第二の方策は,報 告のなかでは取 り扱いが限定的である。市場原理が及ばない,

地方的なサービス,例 えば支線道路 とか上水道のようなものに限定 していて,

この範囲はそれほど広 くはない。

さらに報告では,イ ンフラ改善の新しい方向として,次 の二つをあげている。

第一は,例 えば移動電話のように,従 来は地域独占でなければうまくいかな

かったものが,技 術 と管理の改善によって,民 間部門が担いうるという状況が

出てきたことである。第二は,政 府が直接にサービスを供給するのではなくて,

公 。私のパー トナーシップが大切であるということである。第二は,社 会的そ

して環境的にみて持続可能な発展を考慮に入れる必要性である。

このように 『世界開発報告1994年版』は,市 場システムをどのように有効に

活用すれば,イ ンフラの質的改善が図れるかが基本視点であり,そ の範囲で非

政府組織を活用しようとするものであるといえよう。

III 国連開発計画 『人間発達報告1993年版』における非営利 ・非政府組織

(1)参加型社会の必要性

世界銀行の報告とは異なり,国 連開発計画 『人間発達報告1993年版』は,参

加型社会の必要性を強調し,「人間中心社会」(peOple―centered world Order)

の新 しい原理を打ち出すなかで,非 営利組織を位置づけている。そこでは市場

原理の強調ではなく,市 場というものを「人間に優 しい市場」(people friendly

markets)に造 り替えてゆくことが強調され,こ うした文脈のなかで,途 上国開

発における非営利 ・非政府組織の役割が語られているのである。
『人間発達報告』は1990年に最初の号が刊行されている。『93年報告』によれ

ば,1990～92年までの報告では,まず「人間の発達」(development Of the peOple)

を,人 間の潜在能力 (capabilities)に投資し,人 々の選択を拡大することであ

ると定義したうえで,「人間発達指標」(human deve10pment index:HID)を

新たに開発し,次 に,創 り出された富をどのように公正に分配するかという「人
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の

間にとっての発達」 ( d e v e l o p m e n t  f o r  t h e  p e o p l e )を取 り扱ってきた。そして,

1 9 9 3年の報告では,「人間による発達」 ( d e v e l o p m e n t  b y  t h e  p e o p l e )を取 り扱
1 0 )

うとし,そ の中身を端的に 「全ての人に参加の機会を与えることである」と述

べているのである。

『報告』は,1980年代に,参 加に対する三つの新しい波が世界規模でおこっ

てきていると指摘している。一つは,途 上国における民主化の動きであり, も

う一つは,社 会主義体制の崩壊にともなう東欧 。中欧における新しい参加の波

であり,二 つめは,先 進国を含む世界各国に巻き起こった住民組織 (peOple's

organization)の発展である。そしてこのような参加の新しい波をふまえて,参

加型社会=人 間中心社会を造り上げるには,次 の五つの新しい原理が必要であ

ると述べている。

(2)人 間中心社会の新原理

第一は,国 家安全保障ではなくて,「人間の安全」 (human security)という

新概念を考える必要があるということである。冷戦構造の終焉にともない,軍

事中心型から平和型で人間発達型社会を構築する必要があり, とりわけ途上国

における軍縮 を急速に進める必要があると指摘 している。

第二は,「持続可能な人間発達」 (sustainable human development)という

新 しいモデルである。すなわち,人 間の潜在力に投資をし,人 々の選択の幅を

広げつつ,同 時に将来世代の選択を可能にする持続可能な開発が必要であると

9)1990年～92年までの 『人間発達報告』の内容 と,そ の理論的意義については,吉 川英治

(1993)「人間福祉 と経済システムー財物吻%Dタク冴の物夕%サズのθ″の紹介によせて一」『調

査 と研究』(京都大学経済学会)第 4号 ,参 照。

本稿では,human developmentの 訳語として「人間発達」という用語を用いる。経済学

の用語としてはdevelopmentを開発と訳す方が一般的ではあるかもしれない。しかしこの

報告で用いられているhuman developmentという言葉の場合は,developmentの 各種の

意味の中で,「隠された潜在性の発揮」(the bringing out of the latent capabilities:Tんタ

のカガ 働瞥ゐ%Dゲ冴ガθ%αtt second edition,1989)という意味で使用されており,そ れに

己、さわしい日本語として,発 達 という用語を用いることにする。

10)UNDP(1993),p.3.
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いうことである。

第二は,政 府と市場の新しいパー トナーシップをつ くりだすことである。こ

の点では,効 率性を維持しつつ,市 場を 「人間に優しい市場」に造 り替えてゆ

く必要性が強調されている。すなわち,端 的に言えば 「市場へのアクセスを全

ての人々が確保することできるようにすること」である。そのための前提条件

として,教 育や医療制度の整備,適 切なインフラの整備,情 報への自由なアク

セスの問題等をあげ,付 随的な条件としては,安 定的なマクロ経済環境, とり

わけ物イ面と為替レー トの安定を指摘し, さらに適切な政府規制としての独占規

制や労働立法,社 会的安全弁 としての失業保険や年金制度等の必要性をあげて

いる。そして,こ れらをとおして人間に優 しい市場を創造することが可能とな

るのであり,「多くの国々で,経 済の自由化や民営化が,主 要な戦略となってい

る現代において,人間に優 しい市場を創出する必要性はますます高まっている」

と述べている。しかし現状はその反対であり,民 営化に伴う弊害 (競争環境を

作るのではなく収益を極大化する,国 家独占に変わっての私的独占の登場,恣

意的手続き等)が 顕在化しており,そ のことを厳しく批判しているのである。

第四は,世 界的 ・国民的統治の新形態であり,こ こで非政府組織が論 じられ

ている。すなわち,今 日の国民国家は,一 方で,グ ローバル化の進展により,

他方では狭域化 ・個別化によって限界におちいり,人 々が統治に参加するシス

テムを強めないと,混 乱と混沌 (カオス)に 至るという認識を示している。参

加のシステムを実現するには,分 権化 と同時に住民組織や非政府組織に裁量性

をゆだねることが必要となる。分権化は確かに必要であるが,分 権化が途上国

における地方エリー トヘの権限の委譲になってはいけないのであり,住 民への

権限付与の必要性が強調される。そして,そ のためには住民組織や非政府組織

というものに権限を委譲する必要があると主張されるのである。まさに 「住民

組織や非政府組織は,市 場の失敗と政府の失敗の両者を克服する強力な手段を

1 1 ) 筋拡, p . 4 .

12)乃 ガ″,p.5.
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提供するものとして,今 日急速に成長してきている」と述べられているのであ

る。

第五は,国 際的協同の新形態である。持続可能な発展と人間の安全に力点を

置いた国際開発協同の新形態の必要があり, とりわけODAの 配分方法の改善

(人間発達の優先度に焦″点を合わせることや,貧 困の水準に基づいたODAの

配分等)の 必要性についてて述べられている。

(3)非営利 ・非政府組織と開発

以上のような総論をふまえて,非 営利組織,非 政府組織と開発の関係につい

て,『人間発達報告1993年版』は次のように述べている。

まず指摘すべきは,非 政府組織とは,住 民の参加を促進することによって,

住民に権限を与えること(empowerment)を 主たる役割としているという点で

ある。政府や市場に対して,住 民がより決定権をもつことによって,市 場の失

敗と政府の失敗とを克服することができると述べている。

『報告』では,住 民組織 (peOple's Organization)と非政府組織を区別して

いる。すなわち,住 民組織というのは当該地域の住民を代表する民主主義的な

組織であり,「草の根」であるのに対して,非 政府組織は他の人々と共に,あ る

いは他の人々のために活動するボランタリーな組織である。したがって,非 政

府組織は住民組織を技術的 ・財政的に支えはするのだが, しばしば官僚的組織

ともなりうると注意を促している。

そして,具 体的に発展途上国における住民組織や自助団体を分析するのだが,

労働をプールしたり信用を供与したりして必要な財を購入し,イ ンフラ整備や

社会サービスを供給し,弱 者の保護を遂行 している実態が描かれている。とり

わけ,発 展途上国において,住 民組織としての労働組合が,1980年代の民主化

に大きな貢献を行ったということが指摘されている。

これに対して,非 政府組織は非常に幅が広 く,ロ ーカルなものから,ナ ショ

ナルなもの, さらにはグローバルなものまで,様 々な規模 と形態をとっている。

13 )乃″ , p . 6 .
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しかし 「多くの非政府組織は人々に権限を付与することにその活動の力点を置

いている。」 とりわけ,貧 しい人々や,少 数者の権利の擁護 といった問題であ

る。そして非政府組織は,住 民組織 と連携 し,非 政府組織間で連携をとり,さ

らに政府や国際機関 とのネットワークを形成 して活動 していることも特徴的な

傾向である。

さて,途 上国開発の場合には,北 の非政府組織と南の非政府組織の両者が活

動をしている。それでは,南 と北の非政府組織はそれぞれどういう機能を果た

しているのであろうか。1970年から1990年の間に,北 の非政府組織から南へ流

れた資金は,概 算で10億ドルから72億ドルに増大している。北の非政府組織が

独自の活動や事業を行っている場合 もあるし,南 の政府や住民組織と協力して

いる場合もある。

問題は,南 の途上国の非政府組織は,北 の非政府組織に対して大きく財政的

に依存しているということである。したがって,南 の 「草の根の要求というも

のを,誰 が開発課題 として取り上げるかは,し ばしば回答不能な中心的な問題」

となるのである。南の草の根の意見が反響されないと,北 の非政府組織の事業

は,恣 意的な開発になってしまう危険性を持つ。さらに問題を複雑にしている

のは,北 の非政府組織も北の政府から資金援助を受けていることである。多く

の場合,北 の政府が志向するものは,経 済開発中心型であって,短 期的な成果

が見えるものが中心であるに対して,南 の政府が望んでいるのは,貧 者への権

限付与のような社会的 。政治的なものであり,長 期的な視点に立つものである。

したがって,南 の草の根の意見を,北 の非政府組織の事業が反映しているかど

うかについては,多 くの問題″点が残されていると指摘しているのである。

さらに,非 政府組織と住民との関係の問題では,次 のような興味深い叙述を

している。すなわち 「非政府組織は人々の要求を直接に明瞭に表現する住民組

織の溶在能力を高めるよう努力しなければならない」と述べているのである。

14)め 材 ,p.87.

15)め ″ ,p.89.

16)乃 ガ″,p.90.
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非政府組織は,住 民の要求をより明確に政策的課題に高めること,換 言すれば

潜在的な要求を顕在化させ うるサービスの提供や制度作 りに貢献し, さらにそ

れを政策に高めることが重要であると指摘しているのである。

開発における非政府組織と政府との関係については,協 調と対立の両面を持

つことが指摘されている。この点では,か つて非政府組織は,途 上国の政治に

コミットしなかったのであるが,こ れではうまくゆかず,現 在は積極的に草の

根要求を国民的課題にするためのキャンペーンをはっている。具体的に金や人

を派遣する訳ではなくて,南 の世論を変えていこうとしているわけで,直 接的

ではないが影響が大きいと述べている。

途上国における非政府組織の機能については,明 確な評価基準は現在確立さ

れていないが,四 つの主要領域で明確な影響を与えていると述べている。第一

は,不 利な立場にいる人々や財 (環境 。女性 ・貧困者)の 利害主張であり,第

二は,少 数者への権限付与であり,第 二は,最 貧者への援助であり,第 四は,

緊急時の援助である。

最後に,非 政府組織の将来の問題である。確かに現在,非 政府組織は途上国

開発において市民権を得て影響力を行使 しているが,世 界の最貧者のうちで,

非政府組織が接触しているのはわずか約20%の 人々にすぎない。したがって,

現在のところ非政府組織は政府にとって替わるものではない。しかし,「非政府

組織が,政 府もしたがうべき民主的参加のモデルを提示し,南 と北の両政府に,

世界の最貧国の人間発達に重点を置くよう圧力をかけていることはきわめて重

要である。」貧困の解決,こ の問題は非政府組織にとって最も重要な問題であり

続けることであろう。同時に,非 政府組織を媒介にし,参 加を促進することに

よって,草 の根の要求が,国 民的な ・国際的な政策課題に高められることにな

る。「全面的な人々の参加が,生 存の必須の条件となっているのであり」,非 政

府組織はそれを実現するための重要なアクターとなっていると報告をむすんで

いるのである。

17)拘 紘 ,p.98.

18)妨 ″ ,p。99.
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IV お わりに

以上に要約 した 『人間開発報告1993年版』の非営利組織 ・非政府組織 と途上

国開発 ・援助についてのメッセージを,非 営利組織 。非政府組織の研究課題 と

してどのようにとらえるべきなのかについて総括し,ま とめにかえたることに

しよう。

第一は,い わゆる参加型システムおける重要なアクターとしての非営利組織,

非政府組織である。先にも述べたように,人 間発達というのは,潜 在能力の開

発としての 「人間の発達」と,富 の公正な配分 としての 「人間にとっての発達」

と,参 加をとおした「人間による発達」という三側面がある。「人間による発達」

の,主 要なアクターとしての非営利組織,非 政府組織への着日は,参 加論への

非常に重要な論点を提起 している。単なる分権化でもなく,形 式的な市場への

アクセスの強調でもなく,非 営利組織,非 政府組織をとおして参加を実質化し,

住民に権限を付与するという展望は,参 加型システムの中心的な方向性を指し

示しているといえよう。

第二は,非 営利組織における先進国型と途上国型との,共 通性と違いの問題

である。共通性という″点では,や はり参加を軸とし,政 府の失敗と市場の失敗

の両者を克服する可能性を持つものとしての,非 営利組織,非 政府組織の評イ面

であり,権 限の付与とか権利の擁護といった″点において重要な機能を担うとい

う点である。他方,違 いという点では,途 上国では貧困の解決という人間の発

達にとっての基礎的なもの,お よび少数者の権利の確保に力″点が置かれている

が,先 進国ではそういう問題と同時に,中 産階級を含めたより多様な人間発達

の機能を担う活動,例 えば,文 化や教育や都市計画というような問題にかなり

シフトしているといえる。

第二は,非 営利組織と,政 府や市場との関係である。確かに非営利組織は,

政府の及ばぬチャネルでのサービスの供給を行 うという点においては量的には

補完性を持つ。しかしながら,参 加型システムの構築 という″点においては質的

な重要性を持つ訳である。したがって非営利組織や,非 政府組織を,市 場経済
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の外にあるもの,あ るいは市場が十分に対応できないものを市場経済の外部に

あって補完的に機能を遂行するものとみるのか,逆 に市場経済そのものを規制

するものとみなすのかが,重 要な評価の分かれ目になるといえよう。すなわち

非営利組織をとおした 「参加型システム」によって,市 場システムを変えてい

きうると評イ面できるのか否かという点である。

非営利組織が市場の外部に存在し市場を補完するのか,『人間発達報告1993年

版』のように 「人間に優 しい市場」を創 り出すことによって非営利組織が市場

システムを変えていくのか,あ るいは逆に非営利組織に市場の論理 (営利性)

や政府の論理 (官僚性)が 浸透してくるのかが問われているわけである。この

問題は,冒 頭で取 り上げた, ヨーロッパでの社会的経済理論で論じられている

射程と同じものである。したがって, このような視角にたった,非 営利組織や

非政府組織のより詳細な実証分析が強く求められているといえよう。

19)Moreau,J.(1994),こ 哲σθ%θ物彦勧び筋Zゴ物び夕α

邦夫 ・北島健一訳 (1996)『社会的経済とは何か』

′
'切

ナ物 二筋夕物燃物 (石塚秀雄 ・中久保

日本経済評論社),参 照。
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The Functions of Nompront&

Nongovernmenta1 0rganizations

for lDevelopment

HFirOaki Kitamura

The OECD has adopted'participatOry development' as its stra‐

tegy for the 199os.  The nOnprOfit and nongOvernmental organiza‐

tions have become one of the key players fOr the sOcial and

econoHlic development in the developing countries.  The UNDP

also brought forward the important role of the nOngovernmental

organizatiOn for development by the people in」 角吻物α%D2υ 夕↓0っク%%チ

妃クθ″ ヱ993.This report said'NGOs must,as an objective,strive

to increase the capability of the peOple's Organizations to articulate

their concerns directly at the highest levels.'  The nOnprofit and

nongovernmenta1 0rganizatiOns tend to be 'value‐ driven' rather

than profit‐Oriented or bureaucratically prOpelled and tO make

markets more people friendly.


